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平成20年３月期決算短信における注記事項の追加開示に関するお知らせ 
 
 

  平成20年４月25日に開示いたしました平成20年３月期決算短信(連結及び個別)における注記事項の 

 追加開示を、以下のとおり行います。 

 
記 

 
 

 
   連結財務諸表に関する注記事項 

    １～２ページ  退職給付関係 

    ３ページ    税効果関係 

 

   個別財務諸表に関する注記事項 

    ４ページ    税効果関係 

 

    

 

以上 
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（連 結） 
 

【退職給付関係】 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、平成16年10月1日に厚生年金制度、適格退職年

金制度を統合した企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して

割増退職金を支払う場合があります。 

 一部の在外連結子会社は、確定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度末 

（平成19年3月31日現在） 
当連結会計年度末 

（平成20年3月31日現在） 

イ．退職給付債務（百万円） △127,319 △107,267 

ロ．年金資産（百万円） 116,158 98,417 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △11,161 △8,849 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 12,825 9,680 

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円） 4,757 16,179 

へ．未認識過去勤務債務（百万円） △14,105 △10,533 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
（百万円） 

△7,684 6,477 

チ．前払年金費用（百万円） － 11,983 

リ．退職給付引当金（ト－チ）（百万円） △7,684 △5,506 

（注）  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

また、総合設立型厚生年金基金制度を採用している連結子会社の年金資産の額は、前連結会計年度末に 

おいて578百万円、当連結会計年度末において569百万円であり、上記年金資産には含まれておりません。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 

前連結会計年度 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

イ．勤務費用（百万円） 4,988 4,340 

ロ．利息費用（百万円） 3,355 3,141 

ハ．期待運用収益（百万円） △6,101 △5,637 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 1,603 1,529 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 2,213 2,162 

へ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） △1,880 △1,794 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
（百万円） 

4,179 3,741 

 （注）１．当社は、雇用構造改革の実施による一斉退職等が「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号 平成14年1月31日）の大量退職に該当することとなったため、退職給付債

務の終了損益（△543百万円）、会計基準変更時差異の一時償却額（1,614百万円）、未認識数理計算

上の差異の一時償却額（997百万円）、及び過去勤務債務の一時償却額（△1,777百万円）の純額（290
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百万円）を特別損失として計上しております。 

２．上記退職給付費用以外に割増退職金として、当連結会計年度において特別損失の「雇用構造改革費

用」、「関係会社整理損」、「子会社事業構造改善費用」に合計20,206百万円を計上しております。 

３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

 

 

（連 結） 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度末 

平成19年3月31日現在 
当連結会計年度末 

平成20年3月31日現在 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 2.7％ 同左 

ハ．期待運用収益率 主として5.5％ 主として5.0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法によっておりま
す。） 

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により、発生の翌期
から費用処理することとしてお
ります。） 

同左 

へ．会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左 
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（連 結） 
 

 

【税効果会計関係】 
 

前連結会計年度末 
平成19年３月31日現在 

当連結会計年度末 
平成20年３月31日現在 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

（単位：百万円）

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価 5,148

未払費用 7,058

減価償却 9,773

退職給付引当金 1,736

繰越欠損金 29,107

投資有価証券 1,195

その他 5,809

繰延税金資産小計 59,828

評価性引当額 △43,616

繰延税金資産合計 16,212

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △1,812

その他 △869

繰延税金負債合計 △2,681

繰延税金資産の純額 13,530

 
  

  
（単位：百万円）

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価 4,226

未払費用 7,037

減価償却 8,578

退職給付引当金   538

繰越欠損金 36,252

投資有価証券 607

その他 5,545

繰延税金資産小計 62,785

評価性引当額 △56,042

繰延税金資産合計 6,743

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

前払年金費用 

△261 

△2,499

その他 △491

繰延税金負債合計 △3,251

繰延税金資産の純額 3,491
 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 
  

流動資産－繰延税金資産 13,066

固定資産－繰延税金資産 2,002

流動負債－繰延税金負債 8

固定負債－繰延税金負債 1,530
  

  
流動資産－繰延税金資産 2,896 

固定資産－繰延税金資産 1,158 

流動負債－繰延税金負債 205 

固定負債－繰延税金負債 357 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
    

 (単位：％)

法定実効税率 40.6

（調整） 

海外子会社税率差異 39.5

交際費等永久に差異に損金算入されない項目 25.1

評価性引当額増減 252.5

外国税額控除 46.0

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △7.2

住民税均等額等 5.8

その他 16.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 418.8
 

 

税金等調整前当期純損失のため、注記を省略しており 

ます。   
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（個 別） 
 

 

【税効果会計関係】 
 

前事業年度末 
平成19年３月31日現在 

当事業年度末 
平成20年３月31日現在 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 
  
 （単位：百万円）

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価 2,917

未払費用 5,111

減価償却 6,711

退職給付引当金 1,058

関係会社投資等 13,660

繰越欠損金  18,363

その他 2,789

繰延税金資産小計 50,614

評価性引当額 △40,102

繰延税金資産合計 10,511

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △1,528

繰延ヘッジ損益 △458

圧縮記帳積立金 △273

繰延税金負債合計 △2,260

繰延税金資産の純額 8,250

 
  

  
 （単位：百万円）

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価 2,923

未払費用 5,724

減価償却 6,965

関係会社投資等 18,389

繰越欠損金 27,104

その他  3,335

繰延税金資産小計 64,441

評価性引当額 △61,852

繰延税金資産合計 2,589

（繰延税金負債）  

前払年金費用 △2,321

その他有価証券評価差額金 △225

繰延ヘッジ損益 △130

圧縮記帳積立金 △267

繰延税金負債合計 △2,944

繰延税金資産負債の純額 △355

 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

税引前当期純損失のため注記を省略しております。 

  

  

  
 

同左 
  

 

 

 

 

 

 


